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研究成果の概要（和文）：近年，環境問題への関心が高まるなか，様々な学問分野で環境政策の内容や運用の実
際をめぐる研究がなされるようになったが，環境政策がいかなる過程を経て成立するに至ったかについては十分
に研究されていないのが現状である。このように，環境危機への対応として進められた環境政策の誕生背景，政
策過程，その後の変遷を政治的・社会的・経済的文脈のなかに位置付けた歴史的研究は，これまで殆ど注目され
てこなかった。そこで，われわれは，新しい環境研究を探求し，環境政策の成立・展開を歴史的に考察する
Environmental Policy Historyという新しい視点の必要性を提唱し，その理論的及び実証的検討をおこなった。

研究成果の概要（英文）：In recent years, a growing interest in environmental issues has accompanied 
a simultaneous increase in the study of environmental policy ― its actual content and application―
as a subject of inquiry in numerous disciplines. However, too few studies have examined the 
processes by which environmental policy has been formulated. Accordingly, little attention has been 
devoted to the historical study of the emergence, policy processes, and subsequent evolution of 
environmental policy in political, social, and economic contexts. For this reason, we propose that a
 new perspective ― environmental policy history ― be created to examine the historical formulation
 and development of environmental policy. 

研究分野： 環境政策
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１．研究開始当初の背景 
	 近年，環境問題への関心が高まるなか，
様々な学問分野で環境政策の内容や運用
の実際をめぐる研究がなされるようにな
ったが，環境政策がどのような過程を経
て成立するに至ったかについては十分に
研究されていないのが現状である。 
	 1990 年代以降に著しい発展を遂げた
環境政策研究は，ほぼ現状分析と将来予
測によって占められている。目前の環境
問題を解決するという緊急性から現状分
析と将来予測が重要であることはいうま
でもないが，環境政策の誕生背景，政策
過程，その後の変遷を政治的，経済的，
社会的文脈のなかに位置づける歴史的研
究は，長い目でみればより有効な問題解
決へと道を開くものともなりうる。この
問題意識に基づき，研究代表者である喜
多川は，これまで環境政策を歴史的に考
察する「環境政策史」の重要性を提起し
てきた。 
	 環境政策史が精力的に研究されていな
い理由は，環境政策研究と環境史をとり
まく学問状況とかかわる。前述のとおり，
従来の環境政策研究は，主に現状分析と
将来予測に力点をおいたものであった。
それは，環境政策研究者にとっては，目前
の環境問題の解決が急務であったという事
情による。一方，環境史研究は 1970 年代
以降，国際的に発展してきた。しかし，1970
年代以降の環境政策を歴史家が研究対象と
することは稀である。それは，この時期は
現在に近く客観視が難しいうえに，歴史研
究に耐えうる史料を見出しにくいという制
約があるからである。そのため，その登場
が 1960 年代以降と他の公共政策に比べて
導入以来の日が浅い環境政策は，歴史研究
の対象となりにくかった。1970年代以降の
環境政策の劇的変化を考慮すれば，環境政
策研究と環境史のはざまの時期に存在する
研究の空白地帯への積極的取り組みは不可
欠であり，それが環境政策史を意図的に提
唱する所以である。 
 
２．研究の目的 
	 本研究の 1 つ目の目的は，日本，オー
ストラリア，ドイツにおける環境政策を
素材にして，環境政策に関する歴史的研
究をおこない，その重要性を明らかにす
ることである。いまひとつの目的は，環
境危機への対応として 1970 年代頃より
着手されてきた学際的環境研究の動向の
歴史的考察である。その際，日本の事例
とともに，分野横断的な環境研究の知ら
れざる先駆者といえるオーストラリアの
事例に注目する。 
 
３．研究の方法 
	 環境政策史のアプローチを採用し，未
公刊文書等の一次資料やインタビュー記

録といった歴史的な資料を利用する一方
で，定量分析も用いた。 
 
４．研究成果 
	 日本で公害対策が着手されてから 50
年以上が経つにもかかわらず，特定の公
害対策技術をとりあげ，その研究開発か
ら普及に至るプロセスにおいて，いかな
る要因がどのような影響を及ぼしたのか
を解明した研究は，ほとんどなされてこ
なかった。本研究では，日本において実
際に導入され，高く評価されている SOx
排出規制・政策が，具体的にどのような
メカニズムで，排出削減を可能にするよ
うな燃料転換，あるいは技術開発・普及
をなしえたのかを明らかにした。歴史的
分析，定量的分析，インタビューという
アプローチを組み合わせることで，計量
経済学の手法による定量分析では無視せ
ざるをえない諸要因を浮かび上がらせる
ことに成功した。あわせて，日本の気候
変動防止政策の歴史的展開についても考
察し，日本の同政策を性格付けるうえで
の 1980 年代以降の自民党及び財界の重
要性を明らかにした。 
	 オーストラリアは，世界で初めて気候
変動防止政策に特化した省庁を設立した
国であるが，その気候変動防止政策は日
本やドイツなどの他の先進国にはみられ
ないような劇的な制度変化のなかで展開
していることが本研究を通じて明らかに
なった。また，中央政府の環境政策関連
組織は頻繁に組織改編されており，その
なかで気候変動防止分野の組織改廃も日
常的になされている。本研究では，資料
収集と関係者へのインタビューから組織
改編の実態を検討した。 
	 ドイツの容器廃棄物政策政策は，拡大
生産者責任という，企業側に製品の廃棄
後の処理責任を命じる新しい環境原則を
世界に先駆けて導入したことなどから，
先進的と評されることが多い。しかし，
のちに拡大生産者責任と称されるように
なった，企業側にとって厳しいと考えら
れるコンセプトは，じつは保守政治家お
よび経済界によって提唱されたものであ
る。このようにドイツの保守政党や財界
が容器包装廃棄物政策を推進した理由は，
これまでほとんど明らかにされていなか
った。そこで，本研究では，未公刊文書
などの一次資料も利用し，保守政党およ
び財界による容器包装廃棄物政策は，さ
まざまなアクターの利害関係や政治的駆
け引きのなかで，環境保全目的よりもむ
しろ経済的および政治的要因から推進さ
れたことを解明した。 
	 さらに，ドイツのコール政権初期の注
目すべき大気汚染防止政策である大規模
焼却施設令に焦点を当て，その推進理由
について検討した。1982年 9月まで続い



た社会民主党・自由民主党連立のシュミ
ット政権が大規模焼却施設令の導入に手
をこまねいていたにもかかわらず，1982
年 10 月に誕生した保守連立のコール政
権において，バイエルン州選出の保守系
大臣が，大規模焼却施設令導入をいち早
く実現した背景には，次の事情があった。
すなわち，大規模焼却施設令は，実質的
にはノルトライン・ヴェストファーレン
州およびザールラント州の石炭火力発電
所に対する硫黄酸化物等の排出規制を強
化するものであり，産炭地であった両州
は伝統的な社会民主党の支持基盤であっ
た。石炭火力発電所由来の大気汚染を規
制する大規模焼却施設令導入は，両州の
石炭火力発電量の抑制と石炭消費量減少
にも結びつき，ひいては社会民主党の有
力な支持基盤である石炭関係労組の切り
崩しにつながるものでもあった。したが
って，大規模焼却施設令は，バイエルン
州の主要産業である農林業の大気汚染か
らの保護という目的よりも，むしろ政治
的理由から導入されたということができ
る。 
	 これらの一連の研究成果より，保守政
党・財界といった，環境政策の研究対象
として比較的注目されてこなかったアク
ターに関する歴史的研究が重要であるこ
とが明らかになった。 
	 近年，企業・行政・保守政党などがさ
まざまな意図のもとで積極的に環境政策
に関わるようになるなど，環境政策を推
進する各アクターの意図は複雑化し，直
ちに把握しがたいものになった。このよ
うに今日の錯綜した環境政策の来歴や実
態を把握するためには，資料を駆使して
細かい「こま撮り」で各アクターや政策
の変化を動画のようにトレースすること
が必要であり，環境政策史はそれをなし
うるものであることが示された。 
	 本研究では，環境政策と不可分な存在
である環境研究の，環境危機のなかでの
展開過程についても考察した。 
	 様々な公害に見舞われた日本では，
1960 年代より環境危機対応としての学
際的環境研究である，いわゆる公害研究
が「公害研究委員会」などによって進め
られてきた。本研究では，公害研究委員
会の重要な関係者に焦点を当て，その軌
跡を通じて環境研究の発展要因を考察し
た。そして，公害研究委員会をはじめと
する日本の公害研究の意義を再評価した。 
	 加えて，分野横断的な環境研究の先駆
者といえるオーストラリアの実態調査も
おこなった。同国での学際的環境研究機
関として先導的な役割を担ってきたオー
ストラリア国立大学の Centre for 
Resource and Environmental Studies
とその後継機関であるフェナー・スクー
ル（Fenner School of Environment and 

Society）は，1970 年代初頭以来，生態
学者，衛生工学者，システム工学者，経
済学者，地理学者らにより構成され，幅
広い政策提言をおこなってきたが，そこ
には徹底した問題解決志向の発想があっ
たことが，関係者へのインタビューと収
集資料から明らかになった。 
	 環境政策のみならず，環境政策と不可
分な環境研究の歩み，さらに，環境研究
者の歩みをも歴史的に研究することが，
今後の重要な研究課題として示唆される。 
	 なお，本研究においては，単著のみに
限っても，喜多川進『環境政策史論―ド
イツ容器包装廃棄物政策の展開』（勁草書
房, 2015年），伊藤康『環境政策とイノベ
ーション―高度成長期日本の硫黄酸化物
対策の事例研究』（中央経済社, 2016年），
辛島理人『帝国日本のアジア研究―総力
戦体制・経済リアリズム・民主社会主義』
（明石書店, 2015年）が刊行されたほか，
以下の通りの業績が発表された。 
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